
 

- 1 - 

 

宇宙基本計画の基本的な方向性について 
 

～ 宇宙発、日本の底力 ～ 

＜ 実効性のある国際貢献と国民生活の質の向上 ＞ 

 

 

平成 20 年 12 月 2 日 

 

 

 

宇宙基本計画の位置付け 

 

○ 本年 5 月 21 日に議員立法により宇宙基本法が成立し、同年 8 月 27 日に施行さ

れた。 

 

○ 同法第 24 条に基づき、宇宙開発戦略本部は、その責務の一つとして、宇宙開

発利用に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、我が国の国家戦

略である宇宙開発利用に関する基本的な計画（宇宙基本計画）を作成する。 

 

○ 宇宙基本計画は、今後 10 年程度を見通した 5 年計画とし、概ね 5 年毎に見直し。

毎年度、その進捗状況を確認し、必要に応じ見直しを行うことが適切。 

 

 

基本的な考え方 

 

○ 我が国の宇宙開発利用は、気象衛星、通信・放送衛星の例をはじめ、国民の日

常生活に深く浸透し、既に不可欠な存在。これまでの我が国の宇宙開発利用は、

ロケット・衛星等の技術開発に力点が置かれていたが、国民生活の向上、安全

保障の確保等に寄与すべく、技術開発力を高めつつ、宇宙の利用を重視する

政策に転換すべき。 

 

○ 宇宙政策の立案と執行にあたっては、宇宙開発戦略本部を司令塔として、政府

全体が一体となって、宇宙開発利用に関する施策を推進することが不可欠であ

る。今後は、我が国の国家戦略としての宇宙基本計画により、宇宙開発利用に

関する中長期的な計画を示し、総合的かつ計画的な施策を推進していく。 

参考資料 1宇宙開発戦略本部会合（第 2 回）資料
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○ 主要国の宇宙政策は、例えば世界的リーダーシップの発揮を目指すもの、ビジ

ネスが主導的役割を果たすもの、あるいは安全保障を中心としたり、国威の発

揚を目指すものなど、それぞれ特色を持っていると考えられる。 

こうした中で、我が国は、「宇宙発、日本の底力 ＜実効性のある国際貢献と国

民生活の質の向上＞」を基本理念として、日本らしい宇宙開発利用を進めるこ

ととする。 

すなわち、我が国は、日本の優れた技術・人材等の底力をもって、宇宙を外交

政策にも活用し、また世界の環境に優しい持続的発展に寄与する実効性のあ

る国際貢献を目指すとともに、豊かな生活を安心して安全に送れるよう国民生

活の質の向上を目指し、以下に示す５つの基本的な方向性を指向する。 

 

 

５ つの基本的な方向性 

 

今後、以下の５つの方向性を基礎とし、宇宙基本法に則して、宇宙基本計画の具体

化を図ることとする。 

 

１ ． 宇宙を活用した地上の豊かさ・安心・安全の実現 
【 国民生活の向上等に資する宇宙開発利用の推進（第 13 条）】 

○ これまでの宇宙開発利用に関する施策は、技術実証を目的とした研究開発に

力点が置かれていたが、今後は、政府全体が一体となり、技術開発力を高めつ

つも、行政及び民間の利用ニーズに継続的に対応できるよう、施策を推進す

る。 

 

○ 官民が適切に連携していくことも含め、資源探査や農業・漁業等に資する陸域・

海域観測をはじめ、気象観測、災害監視等の国民生活の豊かさや安心・安全

への貢献、人類共通課題である地球環境変動の解明に向けた取組み、準天頂

衛星等を活用した地上システムとも連携することによるパーソナルナビゲーショ

ンなどの新たなサービスの創出等を推進する。 

 

○ 特に、衛星データを国のアーカイブとして確実に管理する体制が重要。さらに、

新たな利用ニーズ創出も見据え、幅広く公共の利用に供される衛星データをユ

ーザがより使い易くする取り組みを進める。 
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２ ． 宇宙を活用した安全保障の強化 
【 国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障（第 14 条）】 

○ 広範囲な情報の収集・伝達等を可能にする宇宙の活用は、安全保障分野にお

いても重要である。安全保障分野における宇宙の活用を図る上では、世界最先

端の技術を追求する必要がある。また、民生と防衛とのデュアルユース化も行

われていることに留意が必要である。 

 

○ 日本国憲法の平和主義の理念にのっとり、専守防衛の範囲内において、宇宙

基本法に沿った安全保障分野での新たな宇宙開発利用について検討を行うこ

とが必要。その際、現在の防衛省における検討も踏まえ、平成２１年末までに防

衛計画の大綱について所要の検討を行うことが見込まれていること等を念頭に

行う。 

 

○ 安全保障上重要な施策の一つである宇宙からの情報の収集、処理、分析、活

用等の情報収集機能については、その機能の拡充、強化に向けた取組みを図

る。 

 

○ 米国との包括的な協力関係を基礎としつつ、他の二国間、多国間関係も含め、

我が国の国益を反映した国際安全保障環境の形成に向けた外交努力を払う。 

 

 

３ ． 宇宙外交の推進 

【 国際協力の推進等（第 19 条）】 

○ 我が国は、これまでも、アジア・太平洋地域を中心に三十数カ国、22 億人以上

の人々への気象衛星画像の提供や、中国四川省における震災時の衛星画像

の提供等を実施。今後は、これら従来の気象観測、地球環境観測、災害監視等

の分野での協力のみならず、宇宙開発利用分野における知見等を、アジア・太

平洋地域に加えアフリカや中南米地域等における外交ツールとして、政府開発

援助（ODA）等の適切な活用も含め、官民一体となって、より戦略的かつ積極的

に活用する。 

 

○ それらの活動を通じて、国際社会における役割を主体的・積極的に果たすこと

により、我が国の国際的なリーダーシップの発揮や国際社会の持続的発展に向

けて貢献する。 
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４ ． ２ １ 世紀の戦略的産業の育成 
【 人工衛星等の自立的な打上げ等（第 15 条）】、【 民間事業者による宇宙開発利用の促進（第 16 条）】 

【 信頼性の維持及び向上（第 17 条）】 

○ 宇宙政策の展開にあたり、それを支える宇宙産業は重要な基盤であり、宇宙産

業を戦略的産業として育成し、国際競争力を強化していく。 

現状では、商業ベースでの衛星やロケット打上げ受注ともに少なく、また中国・

インドなどの進展が目覚しい状況。 

 

○ 国際市場において競争力を有する宇宙産業を確立していくためには、まず国内

外の需要を顕現化し、これを取り込むことが必要である。このため、我が国の宇

宙開発利用に関する中長期的な計画を示すことにより、民間事業者の能力を活

用し、物品及び役務の調達を計画的に行うよう配慮するとともに、民間事業者に

よる投資を容易にするための税制上及び金融上の措置その他の必要な施策を

講ずる。 

また、国による宇宙機器のシリーズ化による低コスト化・信頼性向上、小型化や

センサなどの高機能化等の取組みとともに、トップセールスの実施等も含め、官

民挙げた国際市場の開拓を進める。 

 

○ さらに、我が国の自立的な宇宙活動を支える重要な資産である宇宙輸送手段

の維持・発展、打上げ射場等の基盤インフラの確実な整備等を行う。 

 

○ この取組みに当たっては、我が国の強みである中小企業や大学等の際立った

技術も活かしながら、産学官の適切な連携・分担の下、優れた技術力を背景に

した技術基盤の強化を図る。また、我が国の優れた最先端技術を、技術革新や

イノベーションを先導するものと位置付けて、研究開発を推進する。 
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５ ． 人類の夢・次世代への投資【 先端的な宇宙開発利用等の推進（第 18 条）】 

○ 我が国の宇宙科学については、地球から約３億キロメートル離れた小惑星イト

カワへの離着陸に成功した「はやぶさ」や、アポロ計画以来最高の解像度によ

る月表面探査に成功した「かぐや」等が数々の科学的成果を上げているところで

ある。宇宙における未知の課題を解き明かし科学的発見へ挑戦する月・惑星の

探査、宇宙天文学等、及びこれらを可能にする工学研究などについて、我が国

の強みを生かして世界をリードする宇宙科学を、自主、民主、公開、国際協力を

原則とした科学コミュニティーの体制を尊重しつつ、推進する。 

 

○ 国際宇宙ステーションにおける有人宇宙活動は、国民、特に次世代を担う子供

達に夢を与えるものであり、引き続き着実に進めることが必要である。これら宇

宙科学や国際宇宙ステーション等の取組みや、関連施設の一般公開等を通じ

て、宇宙の魅力を伝える効率的・効果的な広報活動等を充実していく。 

 

○ ロボット技術等の我が国の得意とする技術を活かした、日本らしく、かつ国際的

なプレゼンスを高める月・惑星探査プロジェクトや宇宙太陽光発電など環境・エ

ネルギー問題への貢献に資するプロジェクト等の検討を進める。 

 

○ また、将来の有人宇宙活動の在り方についても、しっかりとした技術基盤の構

築も含め検討を進める。 


